
�愛媛県規則第３０号
生活保護法施行細則及び愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

生活保護法施行細則及び愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則の一部を改正する規則

（生活保護法施行細則の一部改正）

第１条 生活保護法施行細則（昭和５６年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県
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規 則

改 正 後 改 正 前

（委任）

第２条 法第１９条第４項及び第２０条の規定に基づき、知事は、法第

２４条から第２９条まで、第３０条から第３７条の２まで、第４８条第４項

第５項、第４２条、第４４条第１項、第４５条、第４６条第２項及び第３

項、第４８条第３項及び第４項、第６２条第３項 及 び 第４項、第６３

条、第７６条第１項、第７７条第２項、第７８条の２第１項、第８０条並

びに第８１条 に規

定する保護の決定及び実施に関する事務（法第４４条第１項の規定

による報告徴収及び立入検査、法第４５条の規定による改善命令

等、法第４６条第２項の規定による管理規程の届出の受理、法第４６

条第３項の規定による管理規程の変更命令並びに法第４８条第３項

の規定による同条第２項の指導の制限及び禁止にあつては、２以

上の施設を設置する社会福祉法人に係るものを除く。）を地方局

長に委任する。

２ 法第２０条の規定に基づき、知事は、法第４０条第２項、第４１条第

２項及び第５項、第４２条、第４４条第１項、第４５条第１項、第２項

及び第４項、第４６条第２項及び第３項、第４８条第３項、第７７条第

１項並びに第７８条（第４項を除く。）並びに省令第７条に規定す

る事務（法第４４条第１項の規定による報告の徴収及び立入検査、

法第４５条第１項、第２項及び第４項の規定による改善命令等、法

（委任）

第２条 法第１９条第４項及び第２０条の規定に基づき、知事は、法第

２４条から第３７条まで、第４０条第２項、第４１条第２項、第４項及び

第５項、第４２条、第４４条第１項、第４５条、第４６条第２項及び第３

項、第４８条第３項及び第４項、第６２条第３項 及 び 第４項、第６３

条、第７６条第１項、第７７条第２項、第７８条 、第８０条並

びに第８１条並びに省令第７条並びに第８条第１項及び第４項に規

定する保護の決定及び実施に関する事務（法第４４条第１項の規定

による報告徴収及び立入検査、法第４５条の規定による改善命令

等、法第４６条第２項の規定による管理規程の届出の受理、法第４６

条第３項の規定による管理規程の変更命令並びに法第４８条第３項

の規定による同条第２項の指導の制限及び禁止にあつては、２以

上の施設を設置する社会福祉法人に係るものを除く。）を地方局

長に委任する。
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第４６条第２項の規定による管理規程の届出の受理、法第４６条第３

項の規定による管理規程の変更命令並びに法第４８条第３項の規定

による同条第２項の指導の制限及び禁止にあつては、２以上の施

設を設置する社会福祉法人に係るものを除く。）を地方局長に委

任する。

３ 法第５５条の４第２項の規定に基づき、知事は、同条第１項、法

第５５条の５及び第７８条の２第２項に規定する就労自立給付金の支

給に関する事務を地方局長に委任する。

（申請書等）

第５条 法第２４条第１項（同条第９項において準用する場合を含

む。）に規定する申請書の様式は、生活保護法による保護申請書

（様式第１４号）とする。ただし、現に医療扶助以外の扶助又は介

護扶助以外の扶助を受けている者が医療扶助又は介護扶助を申請

する場合にあつては、保護変更申請書（様式第１５号）とする。

２ 省令第１条第５項に規定する申請書の様式は、生活保護法によ

る葬祭扶助申請書（様式第１６号）とする。

３ 省略

（決定通知書）

第６条 法第２４条第３項（同条第９項において準用する場合を含

む。）及び第２５条第２項に規定する書面の様式は、保護の開始又

は変更を決定する場合にあつては保護決定通知書（様式第２１

号）、却下する場合にあつては保護申請却下通知書（様式第２２

号）とし、法第２６条第１項に規定する書面の様式は、保護廃止・

停止決定通知書（様式第２３号）とする。

（資料の提供等）

第８条 地方局長は、法第２９条第１項の規定により資料の提供等

を求めるときは、生活保護法第２９条第１項の規定に基づ

く資料提供等依頼書（様式第２５号）又は扶養義務者に係る資料提

供等依頼書（様式第２６号）を送付しなければならない。

（扶養照会等）

第８条の２ 省略

２ 法第２４条第８項に規定する書面の様式は、生活保護法第２４条第

８項の規定に基づく通知書（様式第２６号の３）とする。

３ 地方局長は、法第２８条第２項の規定により報告を求めるとき

は、生活保護法第２８条第２項の規定に基づく報告依頼書（様式第

２６号の４）を送付しなければならない。

（医療要否意見書等）

第１１条 省略

２ 法第２４条第１０項の規定により町長が保護変更申請書（傷病届）

（入院外医療扶助を申請する場合に限る。）を受け取つたとき

は、当該町長は、直ちに診療依頼書（入院外）（様式第３５号）を

要保護者に交付するものとする。

（給付券等）

第１２条 医療扶助又は介護扶助の現物給付は、次に掲げる給付券等

を交付して行うものとする。

�～� 省略

（受療連絡票）

第１３条 地方局長は、施術券・施術報酬請求明細書（様式第４０号

（その３））を交付した場合において、交付を受けた者が他の指

定医療機関で現に治療中であるときは、生活保護法による医療扶

助のはり・きゆう受療連絡票（様式第４３号）により当該指定医療

機関に連絡しなければならない。

（申請書等）

第５条 省令第２条第１項

に規定する書面 の様式は、生活保護法による保護申請書

（様式第１４号）とする。ただし、現に医療扶助以外の扶助又は介

護扶助以外の扶助を受けている者が医療扶助又は介護扶助を申請

する場合にあつては、保護変更申請書（様式第１５号）とする。

２ 省令第２条第３項に規定する書面 の様式は、生活保護法によ

る葬祭扶助申請書（様式第１６号）とする。

３ 省略

（決定通知書）

第６条 法第２４条第１項（同条第５項において準用する場合を含

む。）及び第２５条第２項に規定する書面の様式は、保護の開始又

は変更を決定する場合にあつては保護決定通知書（様式第２１

号）、却下する場合にあつては保護申請却下通知書（様式第２２

号）とし、法第２６条第１項に規定する書面の様式は、保護廃止・

停止決定通知書（様式第２３号）とする。

（調査依頼）

第８条 地方局長は、法第２９条 の規定により調査を嘱託し、

又は報告を求めるときは、生活保護法第２９条の規定に基づく調査

依頼書 （様式第２５号）又は扶養義務者調査依頼書

（様式第２６号）を送付しなければならない。

（扶養照会）

第８条の２ 省略

（医療要否意見書等）

第１１条 省略

２ 法第２４条第６項の規定により町長が保護変更申請書（傷病届）

（入院外医療扶助を申請する場合に限る。）を受け取つたとき

は、当該町長は、直ちに診療依頼書（入院外）（様式第３５号）を

要保護者に交付するものとする。

（給付券等）

第１２条 医療扶助又は介護扶助の現物給付は、次に掲げる給付券等

を交付して行うものとする。

�～� 省略

� 生活保護法による施術費給付承認書（はり・きゆう）・施術

費給付請求書（はり・きゆう）（様式第４１号）

（受療連絡票）

第１３条 地方局長は、前条第５号に掲げる承認書

を交付した場合において、交付を受けた者が他の指

定医療機関で現に治療中であるときは、生活保護法による医療扶

助のはり・きゆう受療連絡票（様式第４３号）により当該指定医療

機関に連絡しなければならない。
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（医療機関等の指定申請書等の経由）

第１５条 省令第１０条第２項及び第４項、第１０条の６第２項、第１０条

の７、第１０条の８第１項、第１４条第３項並びに第１５条の規定によ

り知事に提出する書類は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２５２条の１７の２第１項の規定に基づく条例の規定により、市がそ

の受理又は受付等に関する事務を処理することとされたものを除

き、医療機関、介護機関又は助産師若しくは施術者の所在地又は

住所地を管轄する地方局長を経由しなければならない。

（町長の協力事務）

第１６条 法第２４条第１０項に規定する書面の様式は、生活保護法によ

る保護申請に伴う調査書（様式第５０号）とする。

２～５ 省略

第２３条 省略

（就労自立給付金支給申請書等）

第２３条の２ 省令第１８条の４第１項に規定する申請書の様式は、就

労自立給付金支給申請書（様式第６６号の２）とする。

２ 地方局長は、就労自立給付金の支給を受けようとする被保護者

から前項の申請書の提出があつたときは、就労自立給付金支給

（不支給）決定調書（様式第６６号の３）により就労自立給付金の

支給又は不支給を決定するものとする。

３ 地方局長は、前項の規定により就労自立給付金の支給の決定を

したときは就労自立給付金支給決定通知書（様式第６６号の４）に

より、就労自立給付金の不支給の決定をしたときは就労自立給付

金不支給決定通知書（様式第６６号の５）により、それぞれ前項の

被保護者に通知しなければならない。

第２６条 省略

（徴収金納入申出書）

第２６条の２ 省令第２２条の３第１項に規定する申出書の様式は、徴

収金納入申出書（様式第６９号の２）とする。

様式第１４号（第５条関係） 生活保護法による保護申請書

省略

（医療機関等の指定申請書等の経由）

第１５条 省令第１０条第１項、第１０条の２第１項、第１４条第１項及び

第１５条の規定によ

り知事に提出する書類は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２５２条の１７の２第１項の規定に基づく条例の規定により、市がそ

の受理又は受付等に関する事務を処理することとされたものを除

き、医療機関、介護機関又は助産師若しくは施術者の所在地又は

住所地を管轄する地方局長を経由しなければならない。

（町長の協力事務）

第１６条 法第２４条第６項に規定する書面の様式は、生活保護法によ

る保護申請に伴う調査書（様式第５０号）とする。

２～５ 省略

第２３条 省略

第２６条 省略

様式第１４号（第５条関係） 生活保護法による保護申請書

省略

省略 省略

上記のとおり相違ないので、生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）による保護を申請します。

省略

上記のとおり相違ないので、生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）による保護を申請します。

省略

記入上の注意

１・２ 省略

３ 不実の申請その他不正な手段により保護を受けた場合、

生活保護法第８５条第１項又は刑法（明治４０年法律第４５号）

の規定によつて処罰されることがあります。

４ 省略

別紙１ 資産申告書

（表）省略

（裏）

記入上の注意

１・２ 省略

３ 不実の申請その他不正な手段により保護を受けた場合、

生活保護法第８５条 又は刑法（明治４０年法律第４５号）

の規定によつて処罰されることがあります。

４ 省略

別紙１ 資産申告書

（表）省略

（裏）

省略

記入上の注意

１～４ 省略

５ 不実の申請その他不正な手段により保護を受けた場

合、生活保護法第８５条第１項又は刑法の規定によつて処

罰されることがあります。

省略

記入上の注意

１～４ 省略

５ 不実の申請その他不正な手段により保護を受けた場

合、生活保護法第８５条 又は刑法の規定によつて処

罰されることがあります。

別紙２ 収入申告書

（表）省略

（裏）

別紙２ 収入申告書

（表）省略

（裏）
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省略

記入上の注意

１～７ 省略

８ 不実の申請その他不正な手段により保護を受けた場

合、生活保護法第８５条第１項又は刑法の規定によつて処

罰されることがあります。

省略

記入上の注意

１～７ 省略

８ 不実の申請その他不正な手段により保護を受けた場

合、生活保護法第８５条 又は刑法の規定によつて処

罰されることがあります。

別紙３ 同意書 別紙３ 同意書

省略

生活保護法による保護の決定若しくは実施又は同法第７７条

若しくは第７８条の規定の施行のために必要があるときは、私

及び私の世帯員（以下「私等」という。）の次に掲げる事項

につき、貴地方局が官公署、日本年金機構若しくは共済

組合等（以下「官公署等」という。）に対し、必要な書類の

閲覧若しくは資料の提供を求め、又は銀行 、

信託会社、私等の雇主その他の関係人（以下「銀行等」とい

う。）に報告を求めることに同意します。

また、貴地方局の資料の提供等の要求 に対し、官公署等

又は銀行等が報告することについて、私等が同意している旨

を官公署等又は銀行等に伝えて構いません。

� 氏名及び住所又は居所

� 資産及び収入の状況（生業若しくは就労又は求職活動の

状況、扶養義務者の扶養の状況及び他の法律に定める扶助

の状況を含む。）

� 健康状態

� 他の保護の実施機関における保護の決定及び実施の状況

� 支出の状況

※ 保護廃止後は、�及び�の事項にあつては、保護を受け

ていた期間における事項に限ります。

省略

生活保護法による保護の決定又は実施

若しくは第７８条の規定の施行のために必要があるときは、私

及び私の世帯員（以下「私等」という。）の資産及び収入の

状況につき、貴地方局が官公署に調査を嘱託し若しくは共済

組合等（以下「官公署等」という。）に対し、必要な書類の

閲覧若しくは資料の提供を求め、又は銀行、生命保険会社、

信託会社、私等の雇主その他の関係人（以下「銀行等」とい

う。）に報告を求めることに同意します。

また、貴地方局の調査嘱託又は報告要求に対し、官公署

又は銀行等が報告することについて、私等が同意している旨

を官公署 又は銀行等に伝えて構いません。

� 氏名及び住所又は居所

� 資産及び収入の状況（生業若しくは就労又は求職活動の

状況、扶養義務者の扶養の状況及び他の法律に定める扶助

の状況を含む。）

� 健康状態

� 他の保護の実施機関における保護の決定及び実施の状況

� 支出の状況

※ 保護廃止後は、�及び�の事項にあつては、保護を受け

ていた期間における事項に限ります。

記入上の注意 省略

様式第１７号（第５条関係） 給与証明書

（表）省略

（裏）

記入上の注意 省略

様式第１７号（第５条関係） 給与証明書

（表）省略

（裏）

省略 省略

記入要領

省略

注意

この証明書は、世帯から地方局長宛てに収入申告のなされ

た場合に添付されるものです。

なお、事実と違つた証明をした場合には、生活保護法（昭

和２５年法律第１４４号）第８５条第１項の規定によつて処罰され

ることがありますから注意してください。

様式第２４号（第７条関係） 検診命令書等

記入要領

省略

注意

この証明書は、世帯から地方局長あてに収入申告のなされ

た場合に添付されるものです。

なお、事実と違つた証明をした場合には、生活保護法第８５

条 の規定によつて処罰され

ることがありますから注意してください。

様式第２４号（第７条関係） 検診命令書等

省略 省略 省略 省略

注意

１ 省略

２ この検診命令は、生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）第２８条第１項の規定に基づくものです。

３ この検診命令を受けないと、生活保護法第２８条

第５項の規定により、あなたの保護申請が却下さ

れ、又はあなたに対する保護が変更され、停止さ

れ、若しくは廃止される場合があります。

４ 省略

注意

１ 省略

２ この検診命令は、生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）第２８条第１項の規定に基づくものです。

３ この検診命令を受けないと、生活保護法第２８条

第４項の規定により、あなたの保護申請が却下さ

れ、又はあなたに対する保護が変更、停止

若しくは廃止される場合があります。

４ 省略

愛 媛 県 報平成２６年７月１日 第２５８４号

５４０



様式第２５号（第８条関係） 生活保護法第２９条第１項の規定に基づ

く資料提供等依頼書

様式第２５号（第８条関係） 生活保護法第２９条の規定に基づく調査

依頼書

生活保護法第２９条第１項の規定に基づく資料提供等依頼書

省略

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護の決定若

しくは実施又は同法第７７条若しくは第７８条の規定の施行のた

めに必要がありますので、同法第２９条第１項の規定に基づ

き、次の事項について資料の提供等を求めます。

なお、入手した資料については、当局において秘密の保護

に万全を期すこととしますので、念のため申し添えます。

生活保護法第２９条の規定に基づく調査依頼書

省略

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護の決定又

は実施 のた

めに必要がありますので、生活保護法第２９条の規定に基づ

き、次の事項について照会します 。

なお、入手した資料については、当局において厳秘資料と

して扱いますので 念のため申し添えます。

（参考）

生活保護法（抜粋）

（資料の提供等）

第２９条 保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定若しくは

実施又は第７７条若しくは第７８条の規定の施行のために必要がある

と認めるときは、次の各号に掲げる者の当該各号に定める事項に

つき、官公署、日本年金機構若しくは国民年金法（昭和３４年法律

第１４１号）第３条第２項に規定する共済組合等（次項において「共

済組合等」という。）に対し、必要な書類の閲覧若しくは資料の

提供を求め、又は銀行、信託会社、次の各号に掲げる者の雇主そ

の他の関係人に、報告を求めることができる。

� 要保護者又は被保護者であつた者 氏名及び住所又は居所、

資産及び収入の状況、健康状態、他の保護の実施機関における

保護の決定及び実施の状況その他政令で定める事項（被保護者

であつた者にあつては、氏名及び住所又は居所、健康状態並び

に他の保護の実施機関における保護の決定及び実施の状況を除

き、保護を受けていた期間における事項に限る。）

� 前号に掲げる者の扶養義務者 氏名及び住所又は居所、資産

及び収入の状況その他政令で定める事項（被保護者であつた者

の扶養義務者にあつては、氏名及び住所又は居所を除き、当該

被保護者であつた者が保護を受けていた期間における事項に限

る。）

２ 別表第１の上欄に掲げる官公署の長、日本年金機構又は共済組

合等は、それぞれ同表の下欄に掲げる情報につき、保護の実施機

関又は福祉事務所長から前項の規定による求めがあつたときは、

速やかに、当該情報を記載し、若しくは記録した書類を閲覧さ

せ、又は資料の提供を行うものとする。

（参考）

生活保護法（抜粋）

（調査の嘱託及び報告の請求）

第２９条 保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定又は実施

のために必要があるときは、要保護者又はその扶養義務者の資産

及び収入の状況につき、官公署に調査を嘱託し、又は銀行、信託

会社、要保護者若しくはその扶養義務者の雇主その他の関係人

に、報告を求めることができる。

様式第２６号（第８条関係） 扶養義務者に係る資料提供等依頼書 様式第２６号（第８条関係） 扶養義務者調査依頼書

扶養義務者に係る資料提供等依頼書

省略

扶養義務者調査依頼書

省略

扶養義務者に係る資料提供等依頼についての回答

省略

扶養義務者の調査依頼についての回答

省略

省略 省略

注 省略

様式第３７号（第１２条関係） 生活保護法介護券

注 省略

様式第３７号（第１２条関係） 生活保護法介護券

省略 省略

省略 省略

指定居宅介護支援事業者・

指定介護予防支援事業者名

省略 指定居宅介護支援事業者・

地域包括支援センター名

省略

愛 媛 県 報平成２６年７月１日 第２５８４号

５４１



省略 省略

様式第４０号（第１２条、第１３条関係） 施術券・施術報酬請求明細書

様式第４０号（その１）・（その２） 省略

様式第５０号（第１６条関係） 生活保護法による保護申請に伴う調査

書

様式第４０号（第１２条、第１３条関係） 施術券・施術報酬請求明細書

様式第４０号（その１）・（その２） 省略

様式第５０号（第１６条関係） 生活保護法による保護申請に伴う調査

書

省略

別紙のとおり生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による

保護申請書を受け取つたので、同法第２４条第１０項の規定によ

り保護に関する参考事項及び意見を添えて送付します。

省略

省略

別紙のとおり生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による

保護申請書を受け取つたので、同法第２４条第６項の規定によ

り保護に関する参考事項及び意見を添えて送付します。

省略

様式第７０号（第２７条、附則第５項関係） 生活保護費負担金精算

（調）書

省略

様式第７０号（第２７条、附則第５項関係） 生活保護費負担金精算

（調）書

省略

省略 省略

生 活 扶 助 省略

扶

助

費

生 活 扶 助 省略

住 宅 扶 助 住 宅 扶 助

教 育 扶 助 教 育 扶 助

出 産 扶 助 介 護 扶 助

生 業 扶 助 医 療 扶 助

葬 祭 扶 助 出 産 扶 助

施 設 事 務 費 及 び 委 託 事 務 費 生 業 扶 助

小 計 葬 祭 扶 助

医 療 扶 助 小 計

介 護 扶 助 施 設 事 務 費 、 委 託 事 務 費

省略 省略

注意 １～３ 省略

４ 構成比率は、百分率で小数点以下２桁まで算出す

ること。

様式第７４号（第３０条関係） 生活保護費経理状況調

注意 １～３ 省略
けた

４ 構成比率は、百分率で小数点以下２桁まで算出す

ること。

様式第７４号（第３０条関係） 生活保護費経理状況調

省略 省略

出 産 扶 助 費 省略 介 護 扶 助 費 省略

生 業 扶 助 費 医 療 扶 助 費

葬 祭 扶 助 費 出 産 扶 助 費

施 設 事 務 費 及 び 委 託 事 務 費 生 業 扶 助 費

小 計 葬 祭 扶 助 費

医 療 扶 助 費 小 計

介 護 扶 助 費 施 設 事 務 費 及 び 委 託 事 務 費

省略 省略

記入要領 １ 省略

２ 前月支出額との比率欄には、百分率をもつて各

扶助費別及び合計欄について記入し、小数点以

下１桁まで算出すること。

３ 省略

記入要領 １ 省略

２ 前月支出額との比率欄には、百分率をもつて各

扶助費別及び合計欄について記入し、小数点以
けた

下１桁まで算出すること。

３ 省略

愛 媛 県 報平成２６年７月１日 第２５８４号

５４２



第２条 生活保護法施行細則の一部を次のように改正する。

「
起 案

年 月 日
担 当 員

「
起 案 年 月 日

担 当 員
様式第３号中 を に改める。

」 」

様式第２６号の２の次に次の２様式を加える。

愛 媛 県 報平成２６年７月１日 第２５８４号

５４３



様式第２６号の３（第８条の２関係） 生活保護法第２４条第８項の規定に基づく通知書

愛 媛 県 報平成２６年７月１日 第２５８４号

５４４



様式第２６号の４（第８条の２関係） 生活保護法第２８条第２項の規定に基づく報告依頼書

愛 媛 県 報平成２６年７月１日 第２５８４号

５４５



様式第４０号に次のように加える。

愛 媛 県 報平成２６年７月１日 第２５８４号

５４６



様式第４０号（その３） はり・きゆう

（表）

愛 媛 県 報平成２６年７月１日 第２５８４号

５４７



（裏）

愛 媛 県 報平成２６年７月１日 第２５８４号

５４８



様式第４１号及び様式第４２号を次のように改める。

様式第４１号及び様式第４２号 削除

様式第６６号の次に次の４様式を加える。

愛 媛 県 報平成２６年７月１日 第２５８４号

５４９



様式第６６号の２（第２３条の２関係） 就労自立給付金支給申請書

愛 媛 県 報平成２６年７月１日 第２５８４号

５５０



様式第６６号の３（第２３条の２関係） 就労自立給付金支給（不支給）決定調書

愛 媛 県 報平成２６年７月１日 第２５８４号

５５１



様式第６６号の４（第２３条の２関係） 就労自立給付金支給決定通知書

愛 媛 県 報平成２６年７月１日 第２５８４号

５５２



様式第６６号の５（第２３条の２関係） 就労自立給付金不支給決定通知書

愛 媛 県 報平成２６年７月１日 第２５８４号

５５３



様式第６９号の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成２６年７月１日 第２５８４号

５５４



様式第６９号の２（第２６条の２関係） 徴収金納入申出書

愛 媛 県 報平成２６年７月１日 第２５８４号

５５５



（愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則の一部改正）

第３条 愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則（昭和３９年愛媛県規則第４９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（履行延期の特約等に関する権限の地方局長への委任）

第４２条の２ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の保護費に係る

費用返還及び費用徴収並びに就労自立給付金に係る費用徴収に関

する債権については、前条に規定する知事の権限を、所轄の地方

局長に委任する。この場合において、同条中「知事」とあるのは

「地方局長」と読み替えるものとし、第４条の規定は、適用しな

いものとする。

（履行延期の特約等に関する権限の地方局長への委任）

第４２条の２ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の保護費に係る

返還及び徴収 に関

する債権については、前条に規定する知事の権限を、所轄の地方

局長に委任する。この場合において、同条中「知事」とあるのは

「地方局長」と読み替えるものとし、第４条の規定は、適用しな

いものとする。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に提出されている第１条の規定による改正前の生活保護法施行細則様式第１４号別紙３の規定による同意書は、同条

の規定による改正後の生活保護法施行細則様式第１４号別紙３の規定による同意書とみなす。

３ 第２条の規定による改正後の生活保護法施行細則様式第４０号（その３）の規定は、この規則の施行の日以降の施術に係る請求分につい

て適用し、同日前の施術に係る請求分については、なお従前の例による。

�愛媛県告示第８０８号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１４条及び第１１８条の

規定に基づき、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の自衛官候

補生の募集期間を次のとおり告示する。

平成２６年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 男子（平成２６年度３・４月採用分）

平成２６年８月１日（金）から

９月９日（火）まで

２ 女子（平成２６年度３・４月採用分）

平成２６年８月１日（金）から

９月９日（火）まで

�愛媛県告示第８０９号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１７条第１項及び第１１８条の規定に基づき、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の自衛官

候補生の採用試験の試験期日、試験場の位置及び名称並びに担当区域を次のとおり定める。

平成２６年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

告 示

試 験 期 日 試 験 場 の 位 置 試 験 場 の 名 称 担 当 区 域

（男子）

平成２６年９月１９日（金）
松山市味酒町一丁目１０番２号 ゴールドビル味酒 県内全域

（男子）

平成２６年９月２０日（土）
新居浜市坂井町二丁目３番１８号 新居浜テレコムプラザ 四国中央市、新居浜市及び西条市

今治市別宮町一丁目４番地１ 今治市民会館 今治市及び越智郡

松山市味酒町一丁目１０番２号 ゴールドビル味酒
松山市、伊予市、東温市、上浮穴郡及

び伊予郡

大洲市大洲１番地甲ノ５ 大洲市肱南公民館
八幡浜市、大洲市、西予市、喜多郡及

び西宇和郡

宇和島市曙町１番地 宇和島市役所 宇和島市、北宇和郡及び南宇和郡

��������������
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�愛媛県告示第８１０号
次の地籍調査の結果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成２６年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

今治市 常盤町６丁目等
６単位

平成２４年度から
平成２５年度まで

今治市の
地籍図及び地籍簿

２ 認証年月日

平成２６年７月１日

�������
�愛媛県告示第８１１号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成２６年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

農業用用排水施設整備事業 田野・中川地区 平成２６年３月１２日

�������
�愛媛県告示第８１２号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成２６年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

湛水防除事業 壬生川北地区 平成２６年３月２０日

�愛媛県告示第８１３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８１４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

（女子）

平成２６年９月２８日（日）
松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７８号
宇和島市吉田町法花津字宮ノ浦１番耕地２２０番４から

同字１番耕地２２４番２まで

旧 ９．２～２１．４ ０．０３５

新 １２．０～２２．６ ０．０３５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７８号
宇和島市吉田町法花津字宮ノ浦１番耕地２２０番４から

同字１番耕地２２４番２まで
平成２６年７月１日

��������������
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�愛媛県訓令第９号
庁 中 一 般

地 方 局

愛媛県庁事務決裁規程及び愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２６年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程及び愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

保

健

福

祉

課

１・２

省略

保

健

福

祉

課

１・２

省略

３ 生活

保護法

の施行

に関す

る事務

１・２ 省略 ３ 生活

保護法

の施行

に関す

る事務

１・２ 省略

３ 保護施設の改善命令等

（第４５条第１項、第２項、

第４項）

○ ３ 保護施設の改善命令等

（第４５条第１項、第２項、

第４項）

○

４ 保護施設の管理規程の届

出の受理（第４６条第２項）

○

５ 省略 ４ 省略

６ 省略 ５ 省略

７ 医療機関の指定、指定の

更新並びに指定の取消し及

び効力の停止（第４９条、第

４９条の３第１項、第５１条第

２項、第８３条の２）

○ ６ 医療機関の指定及び定の

更新並びに指定の取消し及

び効力の停止（第４９条、第

５１条の３第１項、第５１条第

２項、第８３条の２）

○

８ 省略 ７ 省略

９ 指定医療機関への個別指

導及び報告命令等（第５０条

第２項、第５４条第１項）

○ ８ 指定医療機関への個別指

導及び立入検査（第５０条、

第５４条 ）

○

１０ 介護機関の指定並びに指

定の取消し及び効力の停止

（第５１条第２項、第５４条の

２第１項、第４項）

○ ９ 介護機関の指定及び 指

定の取消し及び効力の停止

（第５１条第２項、第５４条の

２第１項、第４項）

○

１１ 省略 １０ 省略

１２ 指定介護機関への個別指

導及び報告命令等（第５０条

第２項、第５４条第１項、第

５４条の２第４項）

○ １１ 指定介護機関への立入検

査 （第５０条

第２項、第５４条第１項、第

５４条の２第４項）

○

訓 令
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（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

１３ 助産機関及び施術機関の

指定並びに指定の取消し及

び効力の停止（第５１条第２

項、第５５条）

○

１４ 助産機関及び施術機関へ

の個別指導及び報告命令等

（第５０条第２項、第５４条第

１項、第５５条第２項）

○

１５ 生活保護の決定及び実施

並びに就労自立給付金の支

給に係る不服申立て（第６４

条、第６５条）

○ １２ 生活保護の決定及び実施

並びに就労自立給付金の支

給に係る不服申立て（第６４

条、第６５条）

○

１６ 省略 １３ 省略

１７ 省略 １４ 省略

４～１６

省略

４～１６

省略

改 正 後 改 正 前

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

主

幹

部

長

課

長

主

幹

地

域

福

祉

課

１ 省略 地

域

福

祉

課

１ 省略

２ 生活

保護法

の施行

に関す

る事務

１ 保護の開始及び変更に伴う

保護の種類、程度及び方法に

関すること（第２４条、第２５

条、第３０条から第３７条の２ま

で）。

○ ２ 生活

保護法

の施行

に関す

る事務

１ 保護の開始及び変更に伴う

保護の種類、程度及び方法に

関すること（第２４条、第２５

条、第３０条から第３７条 ま

で）。

○

２～４ 省略 ２～４ 省略

５ 保護費の支給事務に関する

こと（第３０条から第３７条の２

まで）。

○ ５ 保護費の支給事務に関する

こと（第３０条から第３７条

まで）。

○

６ 市町及び地方独立行政法人

が設置する保護施設の設置及

び廃止等の届出の受理（第４０

条第２項、生活保護法施行規

則第７条）

○ ６ 市町及び地方独立行政法人

が設置する保護施設の設置及

び廃止等の届出の受理（第４０

条第２項、生活保護法施行規

則第７条）

○

７～９ 省略 ７～９ 省略

１０ 保護施設の改善命令等（第

４５条第１項、第２項、第４

項）

○ １０ 保護施設の改善命令等（第

４５条第１項、第２項、第４

項）

○

１１～１３ 省略 １１～１３ 省略
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

１４ 保護の変更等を必要とする

事由の発生の届出の受理（第

４８条第４項）

○

１５ 就労自立給付金の支給に関

すること（第５５条の４第１

項、第５５条の５）。

○

１６ 保護費の費用返還及び費用

徴収に関すること（第６３条、

第７７条、第７８条第１項、第７８

条の２第１項、第８０条）。

○ １４ 保護費の費用返還及び徴収

に関すること（第６３条、

第７７条第２項、第７８条

、第８０条）。

○

１７ 指定医療機関等からの返還

額の徴収に関すること（第７８

条第２項）。

○

１８ 就労自立給付金の費用徴収

に関すること（第７８条第３

項、第７８条の２第２項）。

○

１９ 保護費の費用返還及び費用

徴収並びに就労自立給付金の

費用徴収に係る履行延期の特

約等に関すること（愛媛県公

有財産及び債権に関する事務

取扱規則第４２条）。

○ １５ 保護費の費用返還及び徴収

徴収並びに就労自立給付金の

費用徴収に係る履行延期の特

約等に関すること（愛媛県公

有財産及び債権に関する事務

取扱規則第４２条）。

○

２０ 省略 １６ 省略

２１ 省略 １７ 省略

２２ 省略 １８ 省略

２３ 省略 １９ 省略

２４ 省略 ２０ 省略

２５ 省略 ２１ 省略

２６ 省略 ２２ 省略

２７ 省略 ２３ 省略

２８ 省略 ２４ 省略

３～２９

省略

３～２９

省略

備考 福祉室においては、この表組織名の欄中「地域福祉課」

とあるのは「福祉室」とし、同表決裁区分の欄中「課長」

とあり、及び「主幹」とあるのは「室長」として、同表２

の部１の項から５の項まで、１１の項、１４の項から１８の項ま

で及び２０の項から２４の項までの規定を適用する。

備考 福祉室においては、この表組織名の欄中「地域福祉課」

とあるのは「福祉室」とし、同表決裁区分の欄中「課長」

とあり、及び「主幹」とあるのは「室長」として、同表２

の部１の項から５の項まで、１１の項、１４の項及び１６の項か

ら２０の項 までの規定を適用する。

平成２６年７月１日 発行
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